
 

 

 

 

 

 

平成２９年１１月２４日 
朝 日 生 命 保 険 相 互 会 社 

 
 
 
 
 
 
朝日生命保険相互会社(社長 木村 博紀)の平成２９年度第２四半期（上半期） 

の業績は添付のとおりです。 

 

※資料中、「第２四半期（上半期）」は「４月１日～９月３０日」を表しております。 

 

  ＜目 次＞ 
 

１．主要業績                         ……  １頁 
  

２．一般勘定資産の運用状況                  ……  ３頁 
 

３．資産運用の実績（一般勘定）                ……  ４頁 
 

４．中間貸借対照表                      ……   ９頁 

 

５．中間損益計算書                      …… １０頁 

 

６．中間基金等変動計算書                   …… １１頁 

 

７．経常利益等の明細（基礎利益）               …… ２１頁 

 

８．債務者区分による債権の状況                …… ２２頁 

 

９．リスク管理債権の状況                   …… ２３頁 

 

１０．ソルベンシー・マージン比率               …… ２４頁 

 

１１．特別勘定の状況                     …… ２５頁 

 

１２．保険会社およびその子会社等の状況            …… ２６頁 

 

以 上 
 

 

平成２９年度第２四半期（上半期）報告 



１．主要業績

(１)保有契約高及び新契約高

・保有契約高 (単位：千件、億円、％）

区　分 件　数 金　額 　件　数 　金　額

前年度末比 前年度末比

個人保険 7,173 181,705 7,161 99.8 173,412 95.4

個人年金保険 615 26,820 601 97.7 25,944 96.7

団体保険 - 13,286 - - 13,141 98.9

団体年金保険 - 187 - - 182 97.3

(注)  

     

・新契約高 (単位：千件、億円、％）

区　分 件　数 金　額 　件　数 　金　額

新契約
転換による
純 増 加

前年
同期比

前年
同期比

新契約
転換による
純 増 加

個人保険 356 733 1,945 △1,211 337 94.7 590 80.5 1,587 △997

個人年金保険 13 434 513 △78 - - △79 - - △79

団体保険 - 14 14 - - - 125 894.1 125 -

団体年金保険 - - - - - - - - - -

(注）  

平成28年度
第2四半期(上半期)

平成29年度
第2四半期(上半期)

平成28年度末
平成29年度

第2四半期(上半期)末

１．個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資と、

年金支払開始後契約の責任準備金を合計したものです。

２．団体年金保険については、責任準備金の金額です。

３．「保険王、保険王プラス」等は、単体商品ごとの件数を記載しています。

１．件数は、新契約に転換後契約を加えた数値です。

２．新契約・転換による純増加の個人年金保険の金額は年金支払開始時における年金原資です。

３．「保険王、保険王プラス」等は、単体商品ごとの件数を記載しています。
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(２)年換算保険料

・保有契約 (単位：億円、％）

前年度末比

3,764 3,754 99.7

1,594 1,549 97.1

5,359 5,303 99.0

うち第三分野 1,978 2,022 102.2

・新契約 (単位：億円、％）

前年同期比

150 131 87.1

15 △ 1 -

165 129 78.1

うち第三分野 119 109 92.1

（注）　

(３)主要収支項目

（単位：百万円、％）

前年同期比

190,720 188,839 99.0

73,094 87,450 119.6

223,750 215,048 96.1

18,762 18,800 100.2

(４)総資産
（単位：百万円、％）

前年度末比

5,398,207 5,546,036 102.7

平成29年度
第2四半期（上半期）

平成29年度
第2四半期（上半期）末

平成28年度
第2四半期（上半期）

平成28年度末

合計

個人年金保険

区　分

個人保険

個人年金保険

合計

区　分

個人保険

区　分
平成28年度

第2四半期（上半期）

平成28年度末

平成29年度
第2四半期（上半期）

区　分

総資産

平成29年度
第2四半期（上半期）末

保険料等収入

資産運用費用

保険金等支払金

資産運用収益

１．年換算保険料とは、１回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、１年あたりの保険料に

換算した金額です（一時払契約等は、保険料を保険期間で除した金額）。

２. うち第三分野については、医療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給付保障給付（特定疾病給付、

介護給付等）、 保険料払込免除給付（障害を事由とするものは除く。

特定疾病罹患、介護等を事由とするものを含む）等に該当する部分の年換算保険料を計上しています。
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２．一般勘定資産の運用状況 

（１）運用環境

平成 29年度上半期の日本経済は、日本銀行の金融緩和政策の継続や雇用・所得環境が改善す

るなか、個人消費を中心とした堅調な国内需要を背景に、緩やかな回復基調が続きました。ま

た、米国経済は底堅く推移し、中国をはじめとした新興国経済についても持ち直しの動きがみ

られ、海外経済も全般に緩やかな回復が続きました。 

上記のような経済情勢のもと、相場環境は以下のとおりとなりました。 

国内金利は、日本銀行による長短金利操作付き量的・質的金融緩和政策等の影響により、0％

前後の水準での推移が継続しました。 

ドル円相場は、北朝鮮情勢等の影響により一時的な円高局面はあったものの、日米金融政策

の方向性の違い等が下支えとなり、9月末は前年度末からほぼ横ばいの 112円台となりました。 

国内株式相場は、企業業績の改善期待が高まったことから、日経平均株価は前年度末の 18,909

円から 9月末は 20,356円となりました。 

【10 年 国 債 利 回 り：平成 28 年度末  0.065％ → 平成 29年度上半期末  0.060％】 

【為替相場（ドル/円）：平成 28 年度末 112.19円 → 平成 29年度上半期末 112.73円】 

【日 経 平 均 株 価：平成 28 年度末 18,909円  → 平成 29年度上半期末 20,356 円】 

（２）当社の運用方針

当社は、生命保険契約の負債特性を踏まえ、国内公社債・貸付金等の円金利資産を中心とし

た資産ポートフォリオを構築しています。加えて、国内金利が低位で推移する状況下では、リ

スクコントロールに留意しつつ、相対的に利回りの高い外貨建債券や、オルタナティブ投資等

に取り組むことで、資産運用収益の向上に努めております。 

（３）運用実績の概況

(ア) 一般勘定資産残高

平成 29 年度上半期末の一般勘定資産残高は 5 兆 5,154 億円となり、平成 28 年度末に比べ

1,462億円の増加となりました。

(イ) 資産配分

平成 29 年度上半期は、円金利資産の新規組入れを抑制する一方、為替リスクを抑制しつつ、

相対的に利回りの高い外貨建債券等を中心に資産配分を行いました。

(ウ)各資産の運用状況

 国内公社債は、低金利環境を踏まえ、長期国債等の買入れは抑制する一方、信用スプレッ

ドを確保できる社債等の買入れを中心に行いました。

 貸付金は、実行金利の低下を受け、抑制的なスタンスで臨みました。

 国内株式は、配当利回りの高い銘柄等を中心に一定額の買入れを行いました。

 外国証券は、為替ヘッジ付の外貨建債券や海外クレジット投信等の買入れにより利回り向

上を図りました。また、オルタナティブ投資（※1）に一定額の資金配分を行い、投資機会の

拡大ならびに収益源の分散を図りました。

 不動産は、保有物件の賃料見直しや稼働率向上を通じた収益力向上に努めました。

（※1）伝統的な運用資産である株式や債券の代替投資とされるインフラファンド、不動産投資信託（リ

ート）および金融派生商品（デリバティブ）等を活用した投資手法。 
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３．資産運用の実績（一般勘定）

(１)資産の構成
（単位：百万円、％）

金    額 占    率 金    額 占    率

現預金・ｺｰﾙﾛｰﾝ 152,480 2.8 215,034 3.9

買現先勘定 － － － －

債券貸借取引支払保証金 － － － －

買入金銭債権 33,202 0.6 31,564 0.6

商品有価証券 － － － －

金銭の信託 － － － －

有価証券 4,125,107 76.8 4,271,483 77.4

公社債 2,895,636 53.9 2,914,725 52.8

株式 282,959 5.3 317,603 5.8

外国証券 869,024 16.2 948,551 17.2

公社債 642,030 12.0 682,119 12.4

株式等 226,993 4.2 266,432 4.8

その他の証券 77,487 1.4 90,603 1.6

貸付金 557,761 10.4 512,233 9.3

保険約款貸付 57,577 1.1 53,639 1.0

一般貸付 500,184 9.3 458,594 8.3

不動産 401,557 7.5 399,308 7.2

繰延税金資産 22,725 0.4 13,700 0.2

その他 76,821 1.4 72,494 1.3

貸倒引当金 △487 △0.0 △419 △0.0

一般勘定資産計 5,369,169 100.0 5,515,400 100.0

うち外貨建資産 908,336 16.9 1,086,623 19.7

(注)　｢不動産｣については土地・建物･建設仮勘定を合計した金額を計上しております。

(２)資産の増減
（単位：百万円）

現預金・ｺｰﾙﾛｰﾝ △26,981 62,554

買現先勘定 － －

債券貸借取引支払保証金 － －

買入金銭債権 △5,342 △1,638

商品有価証券 － －

金銭の信託 － －

有価証券 △35,200 146,376

公社債 △415 19,089

株式 △2,758 34,644

外国証券 △31,309 79,527

公社債 △37,678 40,088

株式等 6,369 39,438

その他の証券 △718 13,115

貸付金 △33,663 △45,528

保険約款貸付 △6,054 △3,937

一般貸付 △27,608 △41,590

不動産 △8,965 △2,248

繰延税金資産 2,786 △9,025

その他 726 △4,327

貸倒引当金 58 68

一般勘定資産計 △106,582 146,231

うち外貨建資産 11,775 178,286

(注)　｢不動産｣については土地・建物･建設仮勘定を合計した金額を計上しております。

区　分
平成28年度末

区　分

平成29年度
第2四半期（上半期）末

平成29年度
第2四半期（上半期）

平成28年度
第2四半期（上半期）

- 4 - 朝日生命保険相互会社



(３)資産運用収益
（単位：百万円）

利息および配当金等収入 52,808 54,358

預貯金利息 0 0

有価証券利息・配当金 38,674 41,295

貸付金利息 5,332 4,469

不動産賃貸料 8,266 8,153

その他利息配当金 535 439

商品有価証券運用益 - -

金銭の信託運用益 - -

売買目的有価証券運用益 - -

有価証券売却益 16,567 26,863

国債等債券売却益 9,934 25,670

株式等売却益 2,032 1,014

外国証券売却益 4,599 178

その他 - -

有価証券償還益 - -

金融派生商品収益 45 -

為替差益 - 423

貸倒引当金戻入額 59 61

その他運用収益 3,613 3,641

合            計 73,094 85,349

(４)資産運用費用
（単位：百万円）

支払利息 1,868 2,223

商品有価証券運用損 - -

金銭の信託運用損 - -

売買目的有価証券運用損 - -

有価証券売却損 3,604 1,154

国債等債券売却損 - 205

株式等売却損 0 3

外国証券売却損 3,604 945

その他 - -

有価証券評価損 11 49

国債等債券評価損 - -

株式等評価損 6 49

外国証券評価損 5 -

その他 - -

有価証券償還損 - -

金融派生商品費用 - 7,531

為替差損 4,791 -

貸倒引当金繰入額 - -

貸付金償却 0 0

賃貸用不動産等減価償却費 2,736 2,799

その他運用費用 5,043 5,042

合            計 18,055 18,800

区       分

区       分
平成29年度

第2四半期（上半期）
平成28年度

第2四半期（上半期）

平成29年度
第2四半期（上半期）

平成28年度
第2四半期（上半期）
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(５)売買目的有価証券の評価損益
（単位：百万円）

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額
当期の損益に

含まれた評価損益

売買目的有価証券 - - - - 

(６)有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるもの）
（単位：百万円）

平成28年度末
平成29年度

第2四半期（上半期）末

帳簿価額 時価 差     損     益 帳簿価額 時価 差     損     益

差益 差損 差益 差損

371,278 416,896 45,617 45,701 △83 362,367 408,484 46,117 46,179 △61

2,161,957 2,494,257 332,299 348,124 △15,824 2,124,635 2,428,827 304,191 323,707 △19,516

- - - - - - - - - - 

その他有価証券 1,417,128 1,503,956 86,828 131,145 △44,316 1,582,353 1,709,954 127,600 166,069 △38,468

公社債 550,475 551,345 870 8,259 △7,388 610,863 614,620 3,756 8,927 △5,171

株式 152,037 263,893 111,855 117,840 △5,984 157,077 298,524 141,447 148,907 △7,460

外国証券 636,825 611,229 △25,595 2,440 △28,035 726,301 706,206 △20,095 4,300 △24,396

公社債 506,871 486,287 △20,584 1,744 △22,329 544,152 526,785 △17,366 2,901 △20,268

株式等 129,953 124,942 △5,010 695 △5,706 182,148 179,420 △2,728 1,398 △4,127

その他の証券 77,789 77,487 △302 2,605 △2,907 88,110 90,603 2,492 3,933 △1,440

買入金銭債権 - - - - - - - - - - 

譲渡性預金 - - - - - - - - - - 

その他 - - - - - - - - - - 

合             計 3,950,364 4,415,109 464,745 524,970 △60,225 4,069,356 4,547,266 477,909 535,955 △58,046

公社債 2,894,765 3,240,626 345,860 369,135 △23,274 2,910,969 3,230,722 319,753 344,482 △24,728

株式 152,037 263,893 111,855 117,840 △5,984 157,077 298,524 141,447 148,907 △7,460

外国証券 792,568 796,222 3,653 31,689 △28,035 881,635 892,471 10,836 35,232 △24,396

公社債 662,615 671,279 8,664 30,993 △22,329 699,486 713,051 13,565 33,833 △20,268

株式等 129,953 124,942 △5,010 695 △5,706 182,148 179,420 △2,728 1,398 △4,127

その他の証券 77,789 77,487 △302 2,605 △2,907 88,110 90,603 2,492 3,933 △1,440

買入金銭債権 33,202 36,880 3,677 3,699 △21 31,564 34,943 3,379 3,399 △20

譲渡性預金 - - - - - - - - - - 

その他 - - - - - - - - - - 

（注） 本表には、金融商品取引法上の有価証券として取り扱うことが適当と認められるもの等を含んでいます。

・時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券の帳簿価額は以下のとおりです。

（単位：百万円）

満期保有目的の債券 - - 

非上場外国債券 - - 

その他 - - 

責任準備金対応債券 - - 

子会社・関連会社株式 5,093 5,093

その他有価証券 116,024 100,998

非上場国内株式（店頭売買株式を除く） 13,972 13,985

非上場外国株式（店頭売買株式を除く） 102,051 87,012

非上場外国債券 - - 

その他 - - 

121,117 106,091合            計

区　分

平成28年度末
平成29年度

第2四半期（上半期）末

当期の損益に
含まれた評価損益

区　分

満期保有目的の債券

責任準備金対応債券

子会社・関連会社株式

区　分 平成28年度末
平成29年度

第2四半期（上半期）末
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＜参考＞時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券のうち、外国証券について為替を評価し、それ以外の時価を帳簿価額として、

    時価のある有価証券と合算した場合の時価情報は以下のとおりです。

（単位：百万円）

平成28年度末

帳簿価額 時価 差     損     益 帳簿価額 時価

差益 差損 差益 差損

371,278 416,896 45,617 45,701 △83 362,367 408,484 46,117 46,179 △61

2,161,957 2,494,257 332,299 348,124 △15,824 2,124,635 2,428,827 304,191 323,707 △19,516

5,093 5,093 - - - 5,093 5,093 - - - 

その他有価証券 1,533,152 1,619,979 86,827 131,145 △44,317 1,683,351 1,810,951 127,600 166,069 △38,469

公社債 550,475 551,345 870 8,259 △7,388 610,863 614,620 3,756 8,927 △5,171

株式 166,010 277,865 111,855 117,840 △5,984 171,062 312,510 141,447 148,907 △7,460

外国証券 738,876 713,280 △25,596 2,440 △28,036 813,314 793,218 △20,096 4,300 △24,396

公社債 506,871 486,287 △20,584 1,744 △22,329 544,152 526,785 △17,366 2,901 △20,268

株式等 232,004 226,993 △5,011 695 △5,707 269,161 266,432 △2,729 1,398 △4,128

その他の証券 77,789 77,487 △302 2,605 △2,907 88,110 90,603 2,492 3,933 △1,440

買入金銭債権 - - - - - - - - - - 

譲渡性預金 - - - - - - - - - - 

その他 - - - - - - - - - - 

合             計 4,071,481 4,536,226 464,744 524,970 △60,226 4,175,448 4,653,356 477,908 535,955 △58,047

公社債 2,894,765 3,240,626 345,860 369,135 △23,274 2,910,969 3,230,722 319,753 344,482 △24,728

株式 171,103 282,959 111,855 117,840 △5,984 176,155 317,603 141,447 148,907 △7,460

外国証券 894,620 898,273 3,652 31,689 △28,036 968,647 979,483 10,835 35,232 △24,396

公社債 662,615 671,279 8,664 30,993 △22,329 699,486 713,051 13,565 33,833 △20,268

株式等 232,004 226,993 △5,011 695 △5,707 269,161 266,432 △2,729 1,398 △4,128

その他の証券 77,789 77,487 △302 2,605 △2,907 88,110 90,603 2,492 3,933 △1,440

買入金銭債権 33,202 36,880 3,677 3,699 △21 31,564 34,943 3,379 3,399 △20

譲渡性預金 - - - - - - - - - - 

その他 - - - - - - - - - - 

（注） 本表には、金融商品取引法上の有価証券として取り扱うことが適当と認められるもの等を含んでいます。

子会社・関連会社株式

平成29年度
第2四半期（上半期）末

区　分 差     損     益

満期保有目的の債券

責任準備金対応債券
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(７)金銭の信託の時価情報

・金銭の信託はありません。

(８)不動産（土地）の時価情報

（単位：百万円）

帳簿価額 時価 差損益 帳簿価額 時価 差損益

土地 245,232 244,851 △380 245,012 244,752 △259

※ 1.時価は、公示地価等を基準に算定しています。
2.上記金額には借地権を含んでいます。

区　分
平成28年度末

平成29年度
第2四半期（上半期）末
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４．中間貸借対照表

平成28年度末 平成29年度
要約貸借対照表 中間会計期間末

32,100 33,471
122,000 183,000
33,202 31,564

4,152,349 4,300,337
（ 1,929,361 ） （ 1,879,205 ）
（ 55,807 ） （ 55,876 ）
（ 916,978 ） （ 986,490 ）
（ 293,841 ） （ 329,114 ）
（ 878,872 ） （ 959,046 ）

557,761 512,233
57,577 53,639

500,184 458,594
406,105 403,360
33,521 34,694

194 689
38,719 33,390
22,725 13,700

14 12
△487 △ 419

5,398,207 5,546,036

（単位：百万円）

平成28年度末 平成29年度
要約貸借対照表 中間会計期間末

4,768,371 4,717,538
27,364 26,745

4,700,145 4,650,845
40,861 39,947

127 122
40,349 40,349

138,429 287,166
1,435 5,759
2,015 1,579

240 242
134,737 279,585
37,307 36,656
36,580 37,680
18,091 18,052

14 12

5,039,270 5,137,577

126,000 126,000
131,000 131,000

281 281
76,313 94,185

242 266

76,071 93,919

36,000 48,600
8,718 9,678

* 31,353 35,641
333,595 351,467
71,104 102,851

△45,762 △45,861
25,341 56,990

358,937 408,458

5,398,207 5,546,036

*　平成28年度末要約貸借対照表の中間未処分剰余金は、当期未処分剰余金を示しています。

買 入 金 銭 債 権

（単位：百万円）

（平成29年3月31日現在) （平成29年9月30日現在)
金          額 金          額

（ 資 産 の 部 ）
現 金 お よ び 預 貯 金
コ ー ル ロ ー ン

一 般 貸 付

有 価 証 券
（ う ち 国 債 ）
（ う ち 地 方 債 ）
（ う ち 社 債 ）
（ う ち 株 式 ）
（ う ち 外 国 証 券 ）

貸 付 金
保 険 約 款 貸 付

有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
再 保 険 貸
そ の 他 資 産
繰 延 税 金 資 産

（ 負 債 の 部 ）

支 払 承 諾 見 返
貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計

（平成29年3月31日現在) （平成29年9月30日現在)
金          額 金          額

資 産 除 去 債 務

保 険 契 約 準 備 金
支 払 備 金
責 任 準 備 金
社 員 配 当 準 備 金

再 保 険 借
社 債
そ の 他 負 債

未 払 法 人 税 等
リ ー ス 債 務

そ の 他 の 負 債
退 職 給 付 引 当 金
価 格 変 動 準 備 金
再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債
支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）
基 金

中 間 未 処 分 剰 余 金

基 金 償 却 積 立 金
再 評 価 積 立 金
剰 余 金

損 失 塡 補 準 備 金

そ の 他 剰 余 金

基 金 償 却 準 備 金
社 員 配 当 平 衡 積 立 金

純 資 産 の 部 合 計

負 債 お よ び 純 資 産 の 部 合 計

基 金 等 合 計
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金
土 地 再 評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

期 別

科 目

期 別

科 目

期 別

科 目

期 別

科 目

期 別

科 目

期 別

科 目

期 別

科 目

期 別

科 目

期 別

科 目

期 別

科 目
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５．中間損益計算書
（単位：百万円）

平成28年度 平成29年度

中間会計期間 中間会計期間

325,659 334,661

190,720 188,839

（ う ち 保 険 料 ） （ 190,667 ） （ 188,129 ）

73,094 87,450

（うち利息および配当金等収入） （ 52,808 ） （ 54,358 ）

（ う ち 有 価 証 券 売 却 益 ） （ 16,567 ） （ 26,863 ）

（ う ち 金 融 派 生 商 品 収 益 ） （ 45 ） （ - ）

（ う ち 特 別 勘 定 資 産 運 用 益 ） （ - ） （ 2,100 ）

61,844 58,372

310,097 301,583

223,750 215,048

（ う ち 保 険 金 ） （ 66,551 ） （ 62,084 ）

（ う ち 年 金 ） （ 59,402 ） （ 61,025 ）

（ う ち 給 付 金 ） （ 45,941 ） （ 43,625 ）

（ う ち 解 約 返 戻 金 ） （ 47,647 ） （ 45,408 ）

（ う ち そ の 他 返 戻 金 ） （ 4,110 ） （ 2,695 ）

21 2

社 員 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額 21 2

18,762 18,800

（ う ち 支 払 利 息 ） （ 1,868 ） （ 2,223 ）

（ う ち 有 価 証 券 売 却 損 ） （ 3,604 ） （ 1,154 ）

（ う ち 有 価 証 券 評 価 損 ） （ 11 ） （ 49 ）

（ う ち 金 融 派 生 商 品 費 用 ） （ - ） （ 7,531 ）

（ う ち 特 別 勘 定 資 産 運 用 損 ） （ 706 ） （ - ）

50,314 50,927

17,248 16,804

15,562 33,078

907 68

3,201 1,387

13,268 31,758

2,532 6,965

2,532 6,965

10,736 24,793

*　法人税等調整額を含んでいます。

中 間 純 剰 余

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

資 産 運 用 費 用

事 業 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 剰 余

法 人 税 お よ び 住 民 税

法 人 税 等 合 計

保 険 金 等 支 払 金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期　別

　科　目

平成28年4月1日から 平成29年4月1日から

平成28年9月30日まで 平成29年9月30日まで

金          額 金          額

経 常 収 益

保 険 料 等 収 入

資 産 運 用 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

* *
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６．中間基金等変動計算書

 平成28年度中間会計期間
（平成28年4月1日から平成28年9月30日まで） （単位：百万円）

基金償却 社員配当平衡 中間未処分
準備金 積立金 剰余金

当期首残高 126,000           120,000           281                 219                 35,500             10,485             18,163             64,368             310,650           

当中間期変動額 　                   　                   　                   　                   　                   　                   　                   　                   　                   

基金の募集 11,000             　                   　                   　                   　                   　                   　                   　                   11,000             

社員配当準備金の積立 　                   　                   　                   　                   　                   　                   △1,767           △1,767           △1,767           

損失塡補準備金の積立 　                   　                   　                   23                  　                   　                   △23               　                   　                   

基金償却積立金の積立 　                   11,000             　                   　                   △11,000         　                   　                   △11,000         　                   

基金利息の支払 　                   　                   　                   　                   　                   　                   △5,787           △5,787           △5,787           

中間純剰余 　                   　                   　                   　                   　                   　                   10,736             10,736             10,736             

基金の償却 △11,000         　                   　                   　                   　                   　                   　                   　                   △11,000         

基金償却準備金の積立 　                   　                   　                   　                   11,500             　                   △11,500         　                   　                   

社員配当平衡積立金の取崩 　                   　                   　                   　                   　                   △1,767           1,767              　                   　                   

土地再評価差額金の取崩 　                   　                   　                   　                   　                   　                   746                 746                 746                 

基金等以外の項目の
当中間期変動額（純額）

　                   　                   　                   　                   　                   　                   　                   　                   　                   

当中間期変動額合計 －                  11,000             －                  23                  500                 △1,767           △5,826           △7,071           3,928              

当中間期末残高 126,000           131,000           281                 242                 36,000             8,718              12,337             57,297             314,579           

当期首残高 62,953             △44,527         18,426             329,077           

当中間期変動額 　                   　                   　                   　                   

基金の募集 　                   　                   　                   11,000             

社員配当準備金の積立 　                   　                   　                   △1,767           

損失塡補準備金の積立 　                   　                   　                   　                   

基金償却積立金の積立 　                   　                   　                   　                   

基金利息の支払 　                   　                   　                   △5,787           

中間純剰余 　                   　                   　                   10,736             

基金の償却 　                   　                   　                   △11,000         

基金償却準備金の積立 　                   　                   　                   　                   

社員配当平衡積立金の取崩 　                   　                   　                   　                   

土地再評価差額金の取崩 　                   　                   　                   746                 

基金等以外の項目の
当中間期変動額（純額）

△5,031           △746              △5,777           △5,777           

当中間期変動額合計 △5,031           △746              △5,777           △1,848           

当中間期末残高 57,922             △45,273         12,649             327,228           

剰余金合計

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

基金等

基金
基金償却
積立金

再評価積立金

剰余金

基金等合計損失塡補
準備金

その他剰余金
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 平成29年度中間会計期間
（平成29年4月1日から平成29年9月30日まで） （単位：百万円）

基金償却 社員配当平衡 中間未処分
準備金 積立金 剰余金

当期首残高 126,000           131,000           281                 242                 36,000             8,718              31,353             76,313             333,595           

当中間期変動額 　                   　                   　                   　                   　                   　                   　                   　                   　                   

社員配当準備金の積立 　                   　                   　                   　                   　                   　                   △1,519           △1,519           △1,519           

損失塡補準備金の積立 　                   　                   　                   24                  　                   　                   △24               　                   　                   

基金利息の支払 　                   　                   　                   　                   　                   　                   △5,499           △5,499           △5,499           

中間純剰余 　                   　                   　                   　                   　                   　                   24,793             24,793             24,793             

基金償却準備金の積立 　                   　                   　                   　                   12,600             　                   △12,600         　                   　                   

社員配当平衡積立金の積立 960                 △960              　                   　                   

土地再評価差額金の取崩 　                   　                   　                   　                   　                   　                   98                  98                  98                  

基金等以外の項目の
当中間期変動額（純額）

　                   　                   　                   　                   　                   　                   　                   　                   　                   

当中間期変動額合計 －                  －                  －                  24                  12,600             960                 4,288              17,872             17,872             

当中間期末残高 126,000           131,000           281                 266                 48,600             9,678              35,641             94,185             351,467           

当期首残高 71,104             △45,762         25,341             358,937           

当中間期変動額

社員配当準備金の積立 　                   　                   　                   △1,519           

損失塡補準備金の積立 　                   　                   　                   　                   

基金利息の支払 　                   　                   　                   △5,499           

中間純剰余 　                   　                   　                   24,793             

基金償却準備金の積立 　                   　                   　                   　                   

社員配当平衡積立金の積立 　                   

土地再評価差額金の取崩 　                   　                   　                   98                  

基金等以外の項目の
当中間期変動額（純額）

31,747             △98               31,648             31,648             

当中間期変動額合計 31,747             △98               31,648             49,521             

当中間期末残高 102,851           △45,861         56,990             408,458           

剰余金合計

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

基金等

基金
基金償却
積立金

再評価積立金

剰余金

基金等合計損失塡補
準備金

その他剰余金
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

平成２９年度中間会計期間末 

１． 有価証券（現金および預貯金・買入金銭債権のうち有価証券に準じるものを含む）の評価は、

売買目的有価証券については時価法（売却原価の算定は移動平均法）、満期保有目的の債券につ

いては移動平均法による償却原価法（定額法）、「保険業における「責任準備金対応債券」に関す

る当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）に

もとづく責任準備金対応債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社株式お

よび関連会社株式（保険業法第２条第１２項に規定する子会社および保険業法施行令第１３条の

５の２第３項に規定する子法人等のうち子会社を除いたものおよび同法施行令第１３条の５の

２第４項に規定する関連法人等が発行する株式をいう）については原価法、その他有価証券のう

ち時価のあるものについては９月末日の市場価格等（国内株式、国内株価指数連動型上場投資信

託、国内上場不動産投資信託、外国株価指数連動型上場投資信託（ヘッジ分を除く）、外国債券

指数連動型上場投資信託（ヘッジ分を除く）および外貨建債券（ヘッジ分を除く）は９月中の市

場価格等の平均）にもとづく時価法（売却原価の算定は移動平均法）、時価を把握することが極

めて困難と認められるものについては取得差額が金利調整差額と認められる公社債（外国債券を

含む）については移動平均法による償却原価法（定額法）、それ以外の有価証券については移動

平均法による原価法によっております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資

産直入法により処理しております。 

２． 個人保険・個人年金保険に設定した小区分（保険種類・資産運用方針等により設定）に対応し

た債券のうち、負債に応じたデュレーションのコントロールを図る目的で保有するものについ

て、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本

公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）にもとづき、責任準備金対応債券に区分してお

ります。 

責任準備金対応債券の当中間期末における中間貸借対照表価額は、２，１２４，６３５百万円、

時価は、２，４２８，８２７百万円であります。 

３． デリバティブ取引の評価は時価法によっております。 

４． 土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）にもとづき、事業用の

土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰

延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資

産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日   平成１３年３月３１日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第１号

に定める地価公示法の規定により公示された価格に奥行補正等の合理的な調整を行って算定ま

たは同施行令第２条第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価に時点修正を行って算定。 
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注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

平成２９年度中間会計期間末 

５．  有形固定資産の減価償却は、それぞれ次の方法により年間見積額を期間により按分し計上して

おります。 

 

・有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、建物については定額法）を採用しております。 

・リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

６．  外貨建資産・負債は、９月末日の為替相場により円換算しております。 

なお、その他有価証券のうち時価のある外国株価指数連動型上場投資信託（ヘッジ分を除く）、

外国債券指数連動型上場投資信託（ヘッジ分を除く）および外貨建債券（ヘッジ分を除く）は、

９月中の平均為替相場により円換算しております。 

 

７．  貸倒引当金は、資産の自己査定基準および償却・引当基準を準用して、次のとおり計上してお

ります。 

破産、民事再生等、法的・形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」と

いう）に対する債権および実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」という）

に対する債権については、下記直接減額後の債権額から担保の回収可能見込額および保証による

回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。 

また、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債

務者（以下「破綻懸念先」という）に対する債権については、債権額から担保の回収可能見込額

および保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断

し必要と認める額を計上しております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率を債権

額に乗じた額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準を準用して、関連部署が資産査定を実施し、当該部署か

ら独立した内部監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果にもとづいて上記の引当を行

っております。 

なお、破綻先および実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評

価額および保証等による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債

権額から直接減額しており、その金額は２０６百万円であります。 

 

８．  退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当年度末における退職給付債務および年

金資産の見込額にもとづき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しておりま

す。 

退職給付債務ならびに退職給付費用の処理方法は以下のとおりであります。 

 

退職給付見込額の期間帰属方法  給付算定式基準 

数理計算上の差異の処理年数   翌期より７年 

過去勤務費用の処理年数     発生年度全額処理 

 

９．  価格変動準備金は、保険業法第１１５条の規定に準じて算出した額を計上しております。 
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注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

平成２９年度中間会計期間末 

１０．  ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第１０号）に従い、貸付金

に対するキャッシュ・フローのヘッジとして繰延ヘッジおよび金利スワップの特例処理、外貨建

債券および外貨建投資信託の一部にかかる為替変動リスクのヘッジとして時価ヘッジ、外貨建社

債に対する為替変動リスクのヘッジとして通貨スワップの振当処理、その他の外貨建取引等につ

いては為替の振当処理を行っております。 

なお、ヘッジの有効性の判定には、ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動またはキャッシュ・フ

ロー変動を比較する比率分析によっております。 

 

１１．  消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産にかかる控

除対象外消費税等のうち、法人税法に規定する繰延消費税等については、その他資産に計上し５

年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては、当中間期に費用処理しております。 

 

１２． 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 

 

 

（２） 

責任準備金は、保険業法第１１６条の規定にもとづく準備金であり、保険料積立金については

次の方式により計算しております。 

 

標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成８年大蔵省告示第４８

号） 

 

標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

 

１３．  無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却の方法は、利用可能期間にも

とづく定額法により行っております。 
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注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

平成２９年度中間会計期間末 

１４． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 

 

主な金融資産および金融負債にかかる中間貸借対照表価額、時価およびこれらの差額について

は、次のとおりであります。 

     
（単位：百万円） 

    中間貸借対照表価額 時価 差額 

現金および預貯金 33,471 33,471 - 

コールローン 183,000 183,000 - 

買入金銭債権  31,564 34,943 3,379 

  売買目的有価証券   - - - 

  満期保有目的の債券   31,564 34,943 3,379 

  責任準備金対応債券   - - - 

  その他有価証券   - - - 

有価証券  4,194,247 4,541,176 346,929 

  売買目的有価証券   28,853 28,853 - 

  満期保有目的の債券   330,802 373,540 42,737 

  責任準備金対応債券   2,124,635 2,428,827 304,191 

  その他有価証券   1,709,954 1,709,954 - 

貸付金 512,233 524,331 12,098 

  保険約款貸付   53,639 53,639 - 

  一般貸付   458,594 470,692 12,098 

資産計 4,954,516 5,316,924 362,407 

社債   40,349 43,357 3,007 

借入金     97,000 96,444 △555 

負債計 137,349 139,801 2,452 

金融派生商品  (16,283) (16,283) - 

  ヘッジ会計が適用されていないもの  (976) (976) - 

  ヘッジ会計が適用されているもの  (15,306) (15,306) - 

*デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる 

項目については、( ）で示しております。 

 

有価証券（預貯金・買入金銭債権のうち「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第１０

号）にもとづく有価証券として取扱うものを含む） 

 

・市場価格のある有価証券 

① その他有価証券の時価は、９月末日の市場価格等（国内株式、国内株価指数連動型上

場投資信託、国内上場不動産投資信託、外国株価指数連動型上場投資信託（ヘッジ分

を除く）、外国債券指数連動型上場投資信託（ヘッジ分を除く）および外貨建債券（ヘ

ッジ分を除く）は９月中の市場価格等の平均）によっております。 

② 上記以外の有価証券の時価は、９月末日の市場価格等によっております。 

 

・市場価格のない有価証券 

非上場株式等（子会社・関連会社を含む）については時価を把握することが極めて困難

と認められるものであるため、有価証券に含めておりません。当該非上場株式等の当中間

期末における中間貸借対照表価額は、１０６，０９０百万円であります。 
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注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

平成２９年度中間会計期間末 

 

 

 

 

（２） 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 

 

 

（４） 

貸付金および借入金 

保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けてお

らず、返済見込期間および金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるた

め、帳簿価額を時価としております。  

一般貸付・借入金については、主に、元利金の合計額を、信用リスクに見合った利率で割り引

いた価格を時価としております。なお、破綻懸念先、実質破綻先、破綻先に対する貸付金につい

ては、直接減額前の帳簿価額から貸倒見積高を控除した額を時価としております。 

 

社債 

９月末日の市場価格等によっております。 

 

金融派生商品 

① 株式オプション取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格等によってお

ります。 

② 為替予約取引の時価については、９月末日のＴＴＭ等にもとづき当社で算出した理論価格

によっております。 

③ 通貨スワップの振当処理を適用しているデリバティブ取引については、ヘッジ対象とされ

ている社債と一体として処理されているため、その時価は、社債に含めて記載しております。 

 

１５． 

 

 前期末に比して著しい変動がないため、賃貸等不動産の時価に関する事項の記載を省略してお

ります。 

 

１６． 

 

 消費貸借契約により貸し付けている有価証券の中間貸借対照表価額は、１２９，１４５百万円

であります。 
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注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

平成２９年度中間会計期間末 

１７． 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 

 

 

 

（３） 

 

 

貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、３カ月以上延滞債権および貸付条件緩和債権の額は、         

１，０４５百万円であります。なお、それぞれの内訳は以下のとおりであります。 

 

貸付金のうち、破綻先債権額は０百万円、延滞債権額は８８６百万円であります。上記取立不

能見込額の直接減額は、破綻先債権額１４百万円、延滞債権額１９１百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事

由により元本または利息の取立てまたは弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなか

った貸付金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸付金」という。）のうち、

法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由

または同項第４号に規定する事由が生じている貸付金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権および債務者の経営再建ま

たは支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金であります。 

 

貸付金のうち、３カ月以上延滞債権額は１２１百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日として

３カ月以上延滞している貸付金で破綻先債権および延滞債権に該当しない貸付金であります。 

 

貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は３７百万円であります。 

なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の

減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取決めを行った貸

付金で、破綻先債権、延滞債権および３カ月以上延滞債権に該当しない貸付金であります。 

 

１８．  保険業法第１１８条に規定する特別勘定の資産の額は３０，７２７百万円であります。 

なお、負債の額も同額であります。 

 

１９．  社員配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

当期首現在高            ４０，８６１百万円 

前期剰余金からの繰入額        １，５１９百万円 

当中間期社員配当金支払額        ２，４３５百万円 

利息による増加等                       ２百万円 

当中間期末現在高                ３９，９４７百万円 

 

２０．  子会社等の株式は５，０９３百万円であります。 

 

２１．  担保に供されている資産の額は、有価証券１８，４８８百万円であります。 

 

２２．  保険業法施行規則第７１条第１項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金（以下

「出再責任準備金」という。）の金額は１１０百万円であります。 

 

２３．  売却または担保という方法で自由に処分できる権利を有している資産は、消費貸借契約で借り

入れている有価証券であり、当中間期末に当該処分を行わずに所有しているものの時価は、    

３４，９３２百万円であり、担保に差し入れているものはありません。 

 

２４．  貸付金にかかるコミットメントライン契約の融資未実行残高は、３，５００百万円であります。 
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注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

平成２９年度中間会計期間末 

２５．  負債の部の社債は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付

社債であります。 

 

２６．  その他の負債には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付

借入金９７，０００百万円を含んでおります。 

 

２７．  保険業法第２５９条の規定にもとづく生命保険契約者保護機構に対する当中間期末における

当社の今後の負担見積額は、９，７５０百万円であります。 

なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しております。 
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注記事項

（中間損益計算書関係）

平成２９年度中間会計期間 

１． （１） 

（２） 

（３） 

有価証券売却益の内訳は、 

国債等債券   ２５，６７０百万円、 

株式等 １，０１４百万円、 

外国証券   １７８百万円であります。 

有価証券売却損の内訳は、 

国債等債券  ２０５百万円、 

株式等  ３百万円、 

外国証券   ９４５百万円であります。 

有価証券評価損の内訳は、 

株式等   ４９百万円であります。 

２． 責任準備金戻入額の計算上、差し引かれた出再責任準備金戻入額の金額は２０百万円でありま

す。 

３． 利息および配当金等収入の内訳は、次のとおりであります。 

預貯金利息  ０百万円 

有価証券利息・配当金    ４１，２９５百万円 

貸付金利息 ４，４６９百万円 

不動産賃貸料 ８，１５３百万円 

その他利息配当金   ４３９百万円 

計 ５４，３５８百万円 

４．  税金費用については、簡便法による税効果会計を適用しているため、法人税等調整額は、法人

税および住民税に含めて計上しております。 
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７．経常利益等の明細（基礎利益）

5210 基礎利益 Ａ 7,699 14,764

1410 キャピタル収益 16,612 27,287

7140 金銭の信託運用益 - -

7150 売買目的有価証券運用益 - -

7160 有価証券売却益 16,567 26,863

7210 金融派生商品収益 45 -

7240 為替差益 - 423

1420 その他キャピタル収益 - -

1510 キャピタル費用 8,407 8,734

3250 金銭の信託運用損 - -

3260 売買目的有価証券運用損 - -

3270 有価証券売却損 3,604 1,154

3320 有価証券評価損 11 49

3380 金融派生商品費用 - 7,531

3410 為替差損 4,791 -

1520 その他キャピタル費用 - -

1530 キャピタル損益 Ｂ 8,204 18,553

1540 キャピタル損益含み基礎利益 Ａ＋Ｂ 15,904 33,317

1610 臨時収益 58 60

1620 再保険収入 - -

危険準備金戻入額 - -

個別貸倒引当金戻入額 58 60

1640 その他臨時収益 - -

1710 臨時費用 400 300

1720 再保険料 - -

1730 危険準備金繰入額 400 300

1740 個別貸倒引当金繰入額 - -

1750 特定海外債権引当勘定繰入額 - -

3450 貸付金償却 0 0

1760 その他臨時費用 - -

1770 臨時損益 Ｃ △ 341 △ 239

1780 経常利益 Ａ＋Ｂ＋Ｃ 15,562 33,078

(単位：百万円）

平成28年度 平成29年度

第2四半期（上半期） 第2四半期（上半期）
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（単位：百万円、％）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 733 651

危険債権 307 257

要管理債権 155 163

小計 1,196 1,071

（対合計比） (0.21) (0.17)

558,825 642,355

560,022 643,427

（注）１．破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始又は再生手続開始の申

立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

２．危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、

契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。

３．要管理債権とは、３カ月以上延滞貸付金及び条件緩和貸付金です。なお、３カ月以上延滞貸付金

とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３カ月以上遅延している貸付金（注１及び

２に掲げる債権を除く。）、条件緩和貸付金とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的

として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる

取決めを行った貸付金（注１及び２に掲げる債権並びに３カ月以上延滞貸付金を除く。）です。

４．正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、注１から３までに

掲げる債権以外のものに区分される債権です。

合計

８．債務者区分による債権の状況

区            分 平成28年度末
平成29年度

第2四半期(上半期)末

正常債権
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９.リスク管理債権の状況
（単位：百万円、％）

破綻先債権額　　　　　　　　 0 0

延滞債権額　　　 1,015 886

３カ月以上延滞債権額　　 112 121

貸付条件緩和債権額　　　 38 37

合計　　　 1,166 1,045

（貸付残高に対する比率） (0.21) (0.20)

（注）１．破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等について、債権額から担保の評価額及び保証

等による回収が可能と認められる金額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減

額しています。その金額は、平成２９年度第２四半期（上半期）末が破綻先債権額１４百万円、

延滞債権額１９１百万円、平成２８年度末が破綻先債権額２２百万円、延滞債権額１９３百万円

です。

２．破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元

本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金（未収

利息不計上貸付金）のうち、会社更生法、民事再生法、破産法、会社法等による手続き申立てに

より法的倒産となった債務者、又は手形交換所の取引停止処分を受けた債務者、あるいは、海外

の法律により上記に準ずる法律上の手続き申立てがあった債務者に対する貸付金です。

３．延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、上記破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援

を図ることを目的として利息の支払を猶予したもの以外の貸付金です。

４．３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上遅延している

もので、破綻先債権、延滞債権に該当しない貸付金です。

５．貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息

の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行ったもので、

破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しない貸付金です。

区            分 平成28年度末
平成29年度

第2四半期(上半期)末
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10．ソルベンシー・マージン比率

（単位：百万円）

項　　　　　　目 平成28年度末

 ソルベンシー・マージン総額       （Ａ） 700,120 773,007

基金等 326,576 347,647

価格変動準備金 36,580 37,680

危険準備金 30,082 30,382

一般貸倒引当金 14 13

78,144 114,840

土地の含み損益×85％ (マイナスの場合100％） △ 28,052 △ 28,067

全期チルメル式責任準備金相当額超過額 111,415 117,447

負債性資本調達手段等 137,349 136,949

-  -  

持込資本金等 -  -  

控除項目 -  -  

その他 8,011 16,116

 リスクの合計額 

      （Ｂ）

保険リスク相当額 R1 15,177 14,788

第三分野保険の保険リスク相当額 R8 9,176 9,311

予定利率リスク相当額 R2 82,034 80,509

最低保証リスク相当額 R7 1,096 1,090

資産運用リスク相当額 R3 99,628 117,554

経営管理リスク相当額 R4 4,142 4,465

 ソルベンシー・マージン比率

  (Ａ) / {(1/2)×(Ｂ)} × 100 742.7% 753.8%

（注） １．上記は、保険業法施行規則第86条、第87条及び平成8年大蔵省告示第50号の規定に基づいて算出しています。

２．「全期チルメル式責任準備金相当額超過額」は、平成23年金融庁告示第25号第1第1項第1号、「負債性資本調達手段等」は、
　　同告示第1第1項第2号、「全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性資本調達手段等のうち、マージンに算入され
　　ない額」は、同告示第1第1項第3号に基づいて算出しています。

３．最低保証リスク相当額の算出に際しては、標準的方式を用いて算出しています。

（その他有価証券評価差額金（税効果控除前）・繰延ヘッジ損益（税効果控除
前））×90％ (マイナスの場合100％）

全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性資本調達手段
等のうち、マージンに算入されない額

188,516 205,071

平成29年度
第2四半期(上半期) 末
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11．特別勘定の状況

(１)特別勘定資産残高の状況

（単位：百万円）

区　分

個 人 変 額 保 険

個 人 変 額 年 金 保 険

団 体 年 金 保 険

特 別 勘 定 計

(２)保有契約高

（単位：千件、百万円）

件数 金額 件数 金額

変 額 保 険 （ 有 期 型 ） 0 9 0 5

変 額 保 険 （ 終 身 型 ） 14 102,134 14 100,388

合計 14 102,143 14 100,393

（単位：千件、百万円）

件数 金額 件数 金額

個 人 変 額 年 金 保 険 -  -  -  -  

合計 -  -  -  -  

29,199 30,727 

平成28年度末
平成29年度

第2四半期(上半期)末

区　分

29,199 30,727 

平成28年度末
平成29年度

第2四半期(上半期)末

平成28年度末
平成29年度

第2四半期(上半期)末

- -

- -

区　分
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12．保険会社およびその子会社等の状況

（１）主要な業務の状況を示す指標
（単位：百万円）

項     目 
平成２8年度

第２四半期（上半期）

経常収益 327,218

経常利益 15,520

親会社に帰属する中間純剰余 10,635

中間包括利益 6,074

項     目 平成２8年度末

総資産 5,398,884

ソルベンシー・マージン比率 748.0%

（２）連結範囲および持分法の適用に関する事項

・連結子会社および子法人等数………………………… 3社 　　　

平成２9年度
第２四半期（上半期）

336,542

32,993

24,709

56,752

平成２9年度
第２四半期（上半期）末

5,547,280

759.1%
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（３）中間連結貸借対照表
（単位：百万円）

35,511 37,029

122,000 183,000

33,202 31,564

4,148,686 4,296,575

557,761 512,233

406,159 403,413

33,285 34,540

194 689

39,595 34,617

11 21

22,947 14,002

14 12

△487 △419

5,398,884 5,547,280

（単位：百万円）

4,768,371 4,717,538

27,364 26,745

4,700,145 4,650,845

40,861 39,947

127 122

40,349 40,349

139,189 288,582

37,757 36,836

36,580 37,680

18,091 18,052

14 12

5,040,479 5,139,174

126,000 126,000

131,000 131,000

281 281

76,065 93,854

333,347 351,136

71,105 102,852

△45,762 △45,861

△358 △82

24,983 56,909

73 60

358,404 408,106

5,398,884 5,547,280

平成28年度末 平成29年度

要約連結貸借対照表 中間連結会計期間末

（平成29年3月31日現在)（平成29年9月30日現在)

金          額 金          額

繰 延 税 金 資 産

（ 資 産 の 部 ）

現 金 お よ び 預 貯 金

コ ー ル ロ ー ン

買 入 金 銭 債 権

有 価 証 券

貸 付 金

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

再 保 険 貸

そ の 他 資 産

退 職 給 付 に 係 る 資 産

平成29年度

要約連結貸借対照表 中間連結会計期間末

（平成29年3月31日現在)（平成29年9月30日現在)

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計

平成28年度末

価 格 変 動 準 備 金

金          額 金          額

（ 負 債 の 部 ）

保 険 契 約 準 備 金

支 払 備 金

責 任 準 備 金

社 員 配 当 準 備 金

再 保 険 借

社 債

そ の 他 負 債

退 職 給 付 に 係 る 負 債

退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

基 金

基 金 償 却 積 立 金

再 評 価 積 立 金

連 結 剰 余 金

基 金 等 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

土 地 再 評 価 差 額 金

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 合 計

非 支 配 株 主 持 分

純 資 産 の 部 合 計

負 債 お よ び 純 資 産 の 部 合 計

期 別

科 目

期 別

科 目
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（４）中間連結損益計算書および中間連結包括利益計算書

327,218 336,542

190,720 188,839

72,855 87,210

（うち利息および配当金等収入） （ 52,581 ） （ 54,131 ）

（ う ち 有 価 証 券 売 却 益 ） （ 16,567 ） （ 26,864 ）

（ う ち 金 融 派 生 商 品 収 益 ） （ 45 ） （ - ）

（ う ち 特 別 勘 定 資 産 運 用 益 ） （ - ） （ 2,100 ）

63,642 60,491

311,697 303,548

223,750 215,048

（ う ち 保 険 金 ） （ 66,551 ） （ 62,084 ）

（ う ち 年 金 ） （ 59,402 ） （ 61,025 ）

（ う ち 給 付 金 ） （ 45,941 ） （ 43,625 ）

（ う ち 解 約 返 戻 金 ） （ 47,647 ） （ 45,408 ）

（ う ち そ の 他 返 戻 金 ） （ 4,110 ） （ 2,695 ）

21 2

社 員 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額 21 2

18,761 18,800

（ う ち 支 払 利 息 ） （ 1,868 ） （ 2,223 ）

（ う ち 有 価 証 券 売 却 損 ） （ 3,604 ） （ 1,154 ）

（ う ち 有 価 証 券 評 価 損 ） （ 11 ） （ 49 ）

（ う ち 金 融 派 生 商 品 費 用 ） （ - ） （ 7,531 ）

（ う ち 特 別 勘 定 資 産 運 用 損 ） （ 706 ） （ - ）

52,018 52,927

17,145 16,769

15,520 32,993

907 68

3,202 1,387

13,225 31,674

2,574 6,945

2,574 6,945

10,651 24,728

15 19

10,635 24,709

*　法人税等調整額を含んでいます。

保 険 料 等 収 入

【中間連結損益計算書】 (単位：百万円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期　別

　科　目

平成28年度 平成29年度
中間連結会計期間 中間連結会計期間

平成28年4月1日から 平成29年4月1日から
平成28年9月30日まで 平成29年9月30日まで

金          額 金          額

経 常 収 益

税 金 等 調 整 前 中 間 純 剰 余

資 産 運 用 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

保 険 金 等 支 払 金

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

資 産 運 用 費 用

事 業 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

法 人 税 お よ び 住 民 税 等

法 人 税 等 合 計

中 間 純 剰 余

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 中 間 純 剰 余

親 会 社 に 帰 属 す る 中 間 純 剰 余

* *
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10,651 24,728

△ 4,576 32,023

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △ 5,032 31,747

退 職 給 付 に 係 る 調 整 額 455 276

6,074 56,752

親 会 社 に 係 る 中 間 包 括 利 益 6,059 56,733

非支配株主に係る中間包括利益 15 19

中 間 純 剰 余

そ の 他 の 包 括 利 益

中 間 包 括 利 益

(単位：百万円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期　別

　科　目

平成28年度 平成29年度

中間連結会計期間 中間連結会計期間

平成28年4月1日から 平成29年4月1日から

平成28年9月30日まで

【中間連結包括利益計算書】

平成29年9月30日まで

金          額 金          額
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（５）中間連結キャッシュ・フロー計算書　
(単位:百万円)

金 額 金 額

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純剰余（△は損失） 13,225 31,674 

賃貸用不動産等減価償却費 2,736 2,799 

減価償却費 4,941 4,854 

減損損失 1,155 157 

支払備金の増減額（△は減少） △ 196 △ 619 

責任準備金の増減額（△は減少） △ 51,655 △ 49,300 

社員配当準備金積立利息繰入額 21 2 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 59 △ 61 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △ 519 △ 651 

価格変動準備金の増減額（△は減少） 980 1,100 

利息および配当金等収入 △ 52,581 △ 54,131 

有価証券関係損益（△は益） △ 12,244 △ 27,761 

金融派生商品損益（△は益） △ 45 7,531 

支払利息 1,868 2,223 

為替差損益（△は益） 4,790 △ 423 

有形固定資産関係損益（△は益） △ 359 △ 63 

その他 2,641 △ 3,724 

△ 85,298 △ 86,394 

利息および配当金等の受取額 57,360 56,747 

利息の支払額 △ 2,258 △ 2,531 

社員配当金の支払額 △ 2,782 △ 2,435 

法人税等の支払額 △ 1,226 △ 2,690 

　営業活動によるキャッシュ・フロー △ 34,206 △ 37,304 

投資活動によるキャッシュ・フロー

買入金銭債権の取得による支出 △ 500 △ 500 

買入金銭債権の売却･償還による収入 5,839 2,135 

金銭の信託の減少による収入 9 　-　

有価証券の取得による支出 △ 554,453 △ 352,898 

有価証券の売却・償還による収入 514,739 328,920 

貸付けによる支出 △ 32,080 △ 26,094 

貸付金の回収による収入 58,866 70,643 

金融派生商品による収支（純額） 75,497 3,005 

債券貸借取引受入担保金の増減額（△は減少） △ 53,610 88,803 

14,308 114,015 

（ △ 19,898 ） （ 76,711 ）

有形固定資産の取得による支出 △ 3,451 △ 2,494 

有形固定資産の売却による収入 7,089 161 

その他 △ 4,067 △ 5,870 

　投資活動によるキャッシュ・フロー 13,878 105,812 

財務活動によるキャッシュ・フロー

基金の募集による収入 11,000 　-　

基金の償却による支出 △ 11,000 　-　

基金利息の支払額 △ 5,787 △ 5,499 

非支配株主への配当金の支払額 △ 37 △ 31 

その他 △ 427 △ 458 

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 6,252 △ 5,989 

現金および現金同等物の増減額（△は減少） △ 26,579 62,518 

現金および現金同等物期首残高 217,133 157,511 

現金および現金同等物中間連結会計期間末残高 190,553 220,029 

１． 現金および現金同等物の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における現金および現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変
動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期　別

　科　目

 平成28年度
中間連結会計期間

平成28年4月 1日から
平成28年9月30日まで

 平成29年度
中間連結会計期間

平成29年4月 1日から
平成29年9月30日まで

小 計

資産運用活動計

（営業活動および資産運用活動計）　
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（６）中間連結基金等変動計算書

 平成28年度中間連結会計期間

（平成28年4月1日から平成28年9月30日まで） （単位：百万円）

当期首残高 126,000               120,000               281                     64,102                310,384               

当中間期変動額 　                       

基金の募集 11,000                　                       　                       　                       11,000                

社員配当準備金の積立 　                       　                       　                       △1,767               △1,767               

基金償却積立金の積立 　                       11,000                　                       △11,000             

基金利息の支払 　                       　                       　                       △5,787               △5,787               

親会社に帰属する
中間純剰余

　                       　                       　                       10,635                10,635                

基金の償却 △11,000             　                       　                       　                       △11,000             

土地再評価差額金の取崩 　                       　                       　                       746                     746                     

基金等以外の項目の
当中間期変動額（純額）

　                       　                       　                       　                       　                       

当中間期変動額合計 －                      11,000                －                      △7,172               3,827                  

当中間期末残高 126,000               131,000               281                     56,929                314,211               

当期首残高 62,954                △44,527             △2,420               16,006                79                      326,470               

当中間期変動額

基金の募集 　                       　                       　                       　                       　                       11,000                

社員配当準備金の積立 　                       　                       　                       　                       　                       △1,767               

基金償却積立金の積立 　                       　                       　                       　                       　                       

基金利息の支払 　                       　                       　                       　                       　                       △5,787               

親会社に帰属する
中間純剰余

　                       　                       　                       　                       　                       10,635                

基金の償却 　                       　                       　                       　                       　                       △11,000             

土地再評価差額金の取崩 　                       　                       　                       　                       　                       746                     

基金等以外の項目の
当中間期変動額（純額）

△5,032               △746                 455                     △5,322               △22                   △5,345               

当中間期変動額合計 △5,032               △746                 455                     △5,322               △22                   △1,517               

当中間期末残高 57,922                △45,273             △1,964               10,684                57                      324,953               

基金等

基金
基金償却
積立金

再評価積立金 連結剰余金 基金等合計

その他の包括利益累計額

非支配株主
持分

純資産合計その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計
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 平成29年度中間連結会計期間

（平成29年4月1日から平成29年9月30日まで） （単位：百万円）

当期首残高 126,000 131,000 281 76,065 333,347 

当中間期変動額

社員配当準備金の積立 △1,519 △1,519 

基金利息の支払 △5,499 △5,499 

親会社に帰属する
中間純剰余

24,709 24,709 

土地再評価差額金の取崩 98 98 

基金等以外の項目の
当中間期変動額（純額）

当中間期変動額合計 － － － 17,788 17,788 

当中間期末残高 126,000 131,000 281 93,854 351,136 

当期首残高 71,105 △45,762 △358 24,983 73 358,404 

当中間期変動額

社員配当準備金の積立 △1,519 

基金利息の支払 △5,499 

親会社に帰属する
中間純剰余

24,709 

土地再評価差額金の取崩 98 

基金等以外の項目の
当中間期変動額（純額）

31,747 △98 276 31,925 △12 31,912 

当中間期変動額合計 31,747 △98 276 31,925 △12 49,701 

当中間期末残高 102,852 △45,861 △82 56,909 60 408,106 

基金等

基金
基金償却
積立金

再評価積立金 連結剰余金 基金等合計

その他の包括利益累計額

非支配株主
持分

純資産合計その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計
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注記事項

（中間連結財務諸表の作成方針）

平成２９年度中間連結会計期間

１． 連結される子会社および子法人等数    ３社

株式会社インフォテクノ朝日

朝日ライフアセットマネジメント株式会社

朝日エヌベスト投資顧問株式会社

主要な非連結の子会社および子法人等は、朝日不動産管理株式会社であります。

非連結の子会社および子法人等については、総資産、売上高、中間純損益および剰余金の観点か

らみて、いずれもそれぞれ小規模であり、当企業集団の財政状態と経営成績に関する合理的な判断

を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除いております。

２． 非連結の子会社、子法人等および関連法人等（朝日不動産管理株式会社他）については、それぞ

れ中間連結純損益および連結剰余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないの

で、持分法を適用しておりません。

３． 連結される子会社および子法人等の中間期末日は９月３０日であります。
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

平成２９年度中間連結会計期間末 

１． 当社の保有する有価証券（現金および預貯金・買入金銭債権のうち有価証券に準じるものを含

む）の評価は、売買目的有価証券については時価法（売却原価の算定は移動平均法）、満期保有目

的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、「保険業における「責任準備金対応

債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第

２１号）にもとづく責任準備金対応債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会

社株式および関連会社株式（保険業法第２条第１２項に規定する子会社および保険業法施行令第

１３条の５の２第３項に規定する子法人等のうち子会社を除いたものおよび同法施行令第１３条

の５の２第４項に規定する関連法人等が発行する株式をいう）については原価法、その他有価証

券のうち時価のあるものについては９月末日の市場価格等（国内株式、国内株価指数連動型上場

投資信託、国内上場不動産投資信託、外国株価指数連動型上場投資信託（ヘッジ分を除く）、外国

債券指数連動型上場投資信託（ヘッジ分を除く）および外貨建債券（ヘッジ分を除く）は９月中

の市場価格等の平均）にもとづく時価法（売却原価の算定は移動平均法）、時価を把握することが

極めて困難と認められるものについては取得差額が金利調整差額と認められる公社債（外国債券

を含む）については移動平均法による償却原価法（定額法）、それ以外の有価証券については移動

平均法による原価法によっております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資

産直入法により処理しております。 

２． 当社は、個人保険・個人年金保険に設定した小区分（保険種類・資産運用方針等により設定）

に対応した債券のうち、負債に応じたデュレーションのコントロールを図る目的で保有するもの

について、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）にもとづき、責任準備金対応債券に区分

しております。 

責任準備金対応債券の当中間連結会計期間末における中間連結貸借対照表価額は、 

２，１２４，６３５百万円、時価は、２，４２８，８２７百万円であります。 

３． 当社は、土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）にもとづき、

事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価

に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」と

して純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 平成１３年３月３１日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第１号

に定める地価公示法の規定により公示された価格に奥行補正等の合理的な調整を行って算定また

は同施行令第２条第５号に定める不動産鑑定士による鑑定評価に時点修正を行って算定。 
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注記事項  
（中間連結貸借対照表関係） 

平成２９年度中間連結会計期間末 

４．  当社の保有する有形固定資産の減価償却は、それぞれ次の方法により年間見積額を期間により

按分し計上しております。 

 

・有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、建物については定額法）を採用しております。 

・リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

５．  外貨建資産・負債（子会社および関連会社株式は除く）は、９月末日の為替相場により円換算

しております。 

なお、当社は、その他有価証券のうち時価のある外国株価指数連動型上場投資信託（ヘッジ分

を除く）、外国債券指数連動型上場投資信託（ヘッジ分を除く）および外貨建債券（ヘッジ分を除

く）は、９月中の平均為替相場により円換算しております。 

 

６． 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 

 

（３） 

 

当社の貸倒引当金は、資産の自己査定基準および償却・引当基準を準用して、次のとおり計上

しております。 

破産、民事再生等、法的・形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」と

いう）に対する債権および実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」という）

に対する債権については、下記直接減額後の債権額から担保の回収可能見込額および保証による

回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。 

また、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債

務者（以下「破綻懸念先」という）に対する債権については、債権額から担保の回収可能見込額

および保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断

し必要と認める額を計上しております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率を債権

額に乗じた額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準を準用して、関連部署が資産査定を実施し、当該部署か

ら独立した内部監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果にもとづいて上記の引当を行

っております。 

 

連結される子会社および子法人等の貸倒引当金は、当社の基準に準じて計上しております。 

 

破綻先および実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額お

よび保証等による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から

直接減額しており、その金額は２０６百万円であります。 
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注記事項  
（中間連結貸借対照表関係） 

平成２９年度中間連結会計期間末 

７．  退職給付に係る負債および資産は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ

る見込額にもとづき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額について、退

職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。 

当社の退職給付に係る会計処理の方法は以下のとおりであります。 

 

退職給付見込額の期間帰属方法  給付算定式基準 

数理計算上の差異の処理年数    翌期より７年 

過去勤務費用の処理年数     発生年度全額処理 

 

８．  当社のヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第１０号）に従い、

貸付金に対するキャッシュ・フローのヘッジとして繰延ヘッジおよび金利スワップの特例処理、

外貨建債券および外貨建投資信託の一部にかかる為替変動リスクのヘッジとして時価ヘッジ、外

貨建社債に対する為替変動リスクのヘッジとして通貨スワップの振当処理、その他の外貨建取引

等については為替の振当処理を行っております。 

なお、ヘッジの有効性の判定には、ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動またはキャッシュ・フ

ロー変動を比較する比率分析によっております。 

 

９．  デリバティブ取引の評価は時価法によっております。 

 

１０．  当社の価格変動準備金は、保険業法第１１５条の規定に準じて算出した額を計上しております。 

 

１１．  消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。ただし、資産にかかる控除

対象外消費税等のうち、法人税法に規定する繰延消費税等については、その他資産に計上し５年

間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては、当中間連結会計期間の費用に計上してお

ります。 

 

１２． 

 

 

 

 

 

 

（１） 

 

 

（２） 

当社の責任準備金は、保険業法第１１６条の規定にもとづく準備金であり、保険料積立金につ

いては次の方式により計算しております。 

 

標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成８年大蔵省告示第４８

号） 

 

標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

 

１３．  無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却の方法は、利用可能期間にも

とづく定額法により行っております。 
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注記事項  
（中間連結貸借対照表関係） 

平成２９年度中間連結会計期間末 

１４． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 

 

主な金融資産および金融負債にかかる中間連結貸借対照表価額、時価およびこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。 

     
（単位：百万円） 

    中間連結貸借対照表価額 時価 差額 

現金および預貯金 37,029 37,029 - 

コールローン 183,000 183,000 - 

買入金銭債権  31,564 34,943 3,379 

  売買目的有価証券   - - - 

  満期保有目的の債券   31,564 34,943 3,379 

  責任準備金対応債券   - - - 

  その他有価証券   - - - 

有価証券  4,194,974 4,541,906 346,932 

  売買目的有価証券   28,853 28,853 - 

  満期保有目的の債券   331,509 374,250 42,741 

  責任準備金対応債券   2,124,635 2,428,827 304,191 

  その他有価証券   1,709,974 1,709,974 - 

貸付金 512,233 524,331 12,098 

  保険約款貸付   53,639 53,639 - 

  一般貸付   458,594 470,692 12,098 

資産計 4,958,801 5,321,211 362,410 

社債   40,349 43,357 3,007 

借入金     97,000 96,444 △555 

負債計 137,349 139,801 2,452 

金融派生商品  (16,283) (16,283) - 

  ヘッジ会計が適用されていないもの  (976) (976) - 

  ヘッジ会計が適用されているもの  (15,306) (15,306) - 

*デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる 

項目については、( ）で示しております。 

 

有価証券（預貯金・買入金銭債権のうち「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第１０号）

にもとづく有価証券として取扱うものを含む） 

 

・市場価格のある有価証券 

① その他有価証券の時価は、９月末日の市場価格等（当社の保有する国内株式、国内株価

指数連動型上場投資信託、国内上場不動産投資信託、外国株価指数連動型上場投資信託

（ヘッジ分を除く）、外国債券指数連動型上場投資信託（ヘッジ分を除く）および外貨

建債券（ヘッジ分を除く）は９月中の市場価格等の平均）によっております。 

② 上記以外の有価証券の時価は、９月末日の市場価格等によっております。 

 

・市場価格のない有価証券 

非上場株式等（子会社・関連会社を含む）については時価を把握することが極めて困難と

認められるものであるため、有価証券に含めておりません。当該非上場株式等の当中間連結

会計期間末における中間連結貸借対照表価額は、１０１，６０１百万円であります。 
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注記事項  
（中間連結貸借対照表関係） 

平成２９年度中間連結会計期間末 

 

 

 

 

（２） 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 

 

 

（４） 

 

貸付金および借入金 

保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けてお

らず、返済見込期間および金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるた

め、帳簿価額を時価としております。  

一般貸付・借入金については、主に、元利金の合計額を、信用リスクに見合った利率で割り引

いた価格を時価としております。なお、破綻懸念先、実質破綻先、破綻先に対する貸付金につい

ては、直接減額前の帳簿価額から貸倒見積高を控除した額を時価としております。 

 

社債 

９月末日の市場価格等によっております。 

 

金融派生商品 

① 株式オプション取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格等によってお

ります。 

② 為替予約取引の時価については、９月末日のＴＴＭ等にもとづき当社で算出した理論価格

によっております。 

③ 通貨スワップの振当処理を適用しているデリバティブ取引については、ヘッジ対象とされ

ている社債と一体として処理されているため、その時価は、社債に含めて記載しております。 

 

１５． 

 

 前連結会計年度末に比して著しい変動がないため、賃貸等不動産の時価に関する事項の記載を

省略しております。 

 

１６． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 

 

 

 

（３） 

 

貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、３カ月以上延滞債権および貸付条件緩和債権の額は、  

１，０４５百万円であります。なお、それぞれの内訳は以下のとおりであります。 

 

貸付金のうち、破綻先債権額は０百万円、延滞債権額は８８６百万円であります。上記取立不

能見込額の直接減額は、破綻先債権額１４百万円、延滞債権額１９１百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事

由により元本または利息の取立てまたは弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかっ

た貸付金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸付金」という。）のうち、法人

税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由また

は同項第４号に規定する事由が生じている貸付金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権および債務者の経営再建ま

たは支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金であります。 

 

貸付金のうち、３カ月以上延滞債権額は１２１百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日として

３カ月以上延滞している貸付金で破綻先債権および延滞債権に該当しない貸付金であります。 

 

貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は３７百万円であります。 

なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の

減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取決めを行った貸

付金で、破綻先債権、延滞債権および３カ月以上延滞債権に該当しない貸付金であります。 
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注記事項  
（中間連結貸借対照表関係） 

平成２９年度中間連結会計期間末 

１７．  保険業法第１１８条の規定による特別勘定の資産の額は３０，７２７百万円であります。 

なお、負債の額も同額であります。 

 

１８．  社員配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

当連結会計年度期首残高        ４０，８６１百万円 

前連結会計年度剰余金からの繰入額    １，５１９百万円 

当中間連結会計期間社員配当金支払額   ２，４３５百万円 

利息による増加等                        ２百万円 

当中間連結会計期間末現在高         ３９，９４７百万円 

 

１９．  担保に供されている資産の額は、有価証券１８，４８８百万円であります。 

 

２０．  消費貸借契約により貸し付けている有価証券の中間連結貸借対照表価額は、 

１２９，１４５百万円であります。 

 

 

２１．  売却または担保という方法で自由に処分できる権利を有している資産は、消費貸借契約で借り

入れている有価証券であり、当中間連結会計期間末に当該処分を行わずに所有しているものの時

価は、３４，９３２百万円であり、担保に差し入れているものはありません。 

 

２２．  貸付金にかかるコミットメントライン契約の融資未実行残高は、３，５００百万円であります。 

２３．  負債の部の社債は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付

社債であります。 

 

２４．  その他負債には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借

入金９７，０００百万円を含んでおります。 

 

２５．  保険業法第２５９条の規定にもとづく生命保険契約者保護機構に対する当中間連結会計期間末

における当社の今後の負担見積額は、９，７５０百万円であります。 

なお、当該負担金は拠出した連結会計年度の事業費として処理しております。 
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注記事項

（中間連結損益計算書関係）

平成２９年度中間連結会計期間 

１． （１） 

（２） 

（３） 

有価証券売却益の内訳は、 

国債等債券 ２５，６７０百万円、 

株式等  １，０１４百万円、 

外国証券 １７８百万円であります。 

有価証券売却損の内訳は、 

国債等債券 ２０５百万円、 

株式等 ３百万円、 

外国証券 ９４５百万円であります。 

有価証券評価損の内訳は、 

株式等 ４９百万円であります。 

２． 当社の税金費用については、簡便法による税効果会計を適用しているため、法人税等調整額は、

法人税および住民税等に含めて計上しております。 
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（７）連結ソルベンシー・マージン比率

（単位：百万円）

項 目 平成28年度末

ソルベンシー・マージン総額       （Ａ） 699,823 773,002

基金等 326,828 347,914

価格変動準備金 36,580 37,680

危険準備金 30,082 30,382

異常危険準備金 - -

一般貸倒引当金 15 15

78,145 114,841

土地の含み損益×85％ (マイナスの場合100％） △28,052 △ 28,067

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の合計額 △ 501 △ 225

全期チルメル式責任準備金相当額超過額 111,415 117,447

負債性資本調達手段等 137,349 136,949

- -

控除項目 △ 50 △ 50

その他 8,011 16,116

リスクの合計額       （Ｂ） 187,100 203,653

保険リスク相当額 R1 15,177 14,788

一般保険リスク相当額 R5 - -

巨大災害リスク相当額 R6 - -

第三分野保険の保険リスク相当額 R8 9,176 9,311

少額短期保険業者の保険リスク相当額 R9 - -

予定利率リスク相当額 R2 82,034 80,509

最低保証リスク相当額 R7 1,096 1,090

資産運用リスク相当額 R3 98,227 116,154

経営管理リスク相当額 R4 4,114 4,437

ソルベンシー・マージン比率

  (Ａ) / {(1/2)×(Ｂ)} × 100 748.0% 759.1%

（注） １．上記は、保険業法施行規則第86条の2、第88条及び平成23年金融庁告示第23号の規定に基づいて算出しています。

2．「全期チルメル式責任準備金相当額超過額」は、平成23年金融庁告示第25号第4第1項第1号、「負債性資本調達手段等」は、

　　同告示第4第1項第2号、「全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性資本調達手段等のうち、マージンに算入され

　　ない額」は、同告示第4第1項第3号に基づいて算出しています。

3．最低保証リスク相当額の算出に際しては、標準的方式を用いて算出しています。

（その他有価証券評価差額金（税効果控除前）・繰延ヘッジ損益（税効果控除前））×
90％ (マイナスの場合100％）

全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性資本調達手段
等のうち、マージンに算入されない額

平成29年度
第2四半期(上半期)末
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（８）セグメント情報
当社および連結子会社は、生命保険事業以外に国内にて投資顧問業等を営んでいますが、

当該事業の全セグメントに占める割合が僅少であるため、セグメント情報および関連情報の

記載を省略しています。
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